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2030年度のCO2等排出削減目標 2013年度比▲26.0％（2005年度比▲25.4%） 

（各部門のCO2排出量の目安） 

  2030年度の各部門
の 

排出量の目安 

2013年度 
（2005年度） 

 

エネルギー起源ＣＯ２ 927 
1,235

（1,219） 

▲308（▲24.9%） 

 

 

産業部門 401 429 （457） ▲28（▲6.5%） 

業務その他部門 168 279 （239） ▲111（▲39.9%） 

家庭部門 122 201 （180） ▲79（▲39.3%） 

運輸部門 163 225 （240） ▲62（▲27.6%） 

エネルギー転換部門 73 101 （104） ▲28（▲27.7%） 

［単位：百万t-ＣＯ２］ 

 

（参考）二酸化炭素排出量の部門別内訳（2013 年度） 

 

総量 13億1,100万トン （CO2）

（二酸化炭素の排出量：エネルギー・非エネルギー含む）

産業
（製造業、建設業、鉱
業、農林水産業でのエ
ネルギー消費）

運輸
（自動車、航空、船舶、鉄道）

業務その他
（商業、サービス業、事業所等）

家庭
（冷暖房、給湯、家電の使用等）

工業プロセス
（セメント製造時等の化学
反応によるCO2発生）

429百万トン

（33％）

225百万トン
（17％）

279百万トン
（21％）

201百万トン
（15％）

46.6百万トン

（4％）

28.1百万トン

（2％）

廃棄物

（その他）
農業、燃料の漏出等：1.3百万t-CO2（0.1%）

エネルギー転換
（発電所、ガス工場、
製油所等での自家
消費分）

101百万トン

（8％）


